
 

  

 

答   申  

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した固定資産税及び

都市計画税（以下「固定資産税等」という。）賦課処分に係る審査請

求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、東京都○○都税事務所長（以下「処分

庁」という。）が請求人に対し平成２８年６月１日付けで行った

別紙物件目録記載の土地（以下「本件土地」という。）に係る固

定資産税等賦課処分（内容は別紙処分目録記載のとおり。以下「本

件処分」という。）について、その取消しを求めるというもので

ある。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

 請求人の主張は、おおむね、次のとおりであり、本件処分は違

法又は不当である旨を主張しているものと解される。  

   本件土地東側には、私道（建築基準法４２条２項道路）があり、

本件土地上建物新築時に、本件土地について、セットバックと隅

切りをした。しかし、このセットバック部分（約○．○○㎡）と

隅切り部分（約○．○○㎡）も課税対象となっている。現在、登

記地積○○○．○○㎡に課税されているが、このセットバック部

分と隅切り部分を差し引いた○○○．○○㎡を現況地積として課
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税額を訂正すべきであり、本件処分の取消しを求める（審査請求

書）。  

   また、弁明書において処分庁は、本件土地のうち道路の形態を

なす部分が「平成２８年度賦課期日以前から公共用道路拡幅土地

として非課税となる要件を具備していたか否かについては、請求

人から提出された書類その他資料から確認することはできない。」

と主張しているが、本件土地上の建物新築時及び請求人が○○区

長宛てに「狭あい道路拡幅整備事前協議書」を提出した時点で本

件土地のうち道路の形態をなす部分における非課税について調査

すべきだったのであり、処分庁は、当該非課税となる要件の有無

を誠実に調査する努力をしなかった（反論書）。  

 

第４  審理員意見書の結論  

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の

規定を適用し、棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

   審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

 年  月  日   審  議  経  過  

平成２８年１０月１８日  諮問  

平成２８年１１月２９日  審議（第３回第４部会）  

平成２８年１２月２０日  審議（第４回第４部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  
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⑴  法３４８条２項５号は、公共の用に供する道路、運河用地及

び水道用地については、固定資産税を課すことができない旨規

定している（法７０２条の２第２項の規定により、都市計画税

についても同様である。）。  

⑵  東京都においては、「固定資産税及び都市計画税の課税事務

の取扱いについて（通達）」（平成２８年１月２９日付２７主

資固第２４３号主税局長通達）により、固定資産税等の課税事

務の取扱いについては、「固定資産税及び都市計画税課税事務

提要」（以下「事務提要」という。）によるものとされている

ところ、事務提要によると「公共の用に供する道路」とは、「原

則として道路法にいう道路（高速自動車国道、一般国道、都道、

区道）をいうが、その他のものであっても、何等制約を設けず

不特定多数人の利用に供されているもので、（略）条件に全て

該当するものについては、道路法にいう道路に準ずるものとし

て、これに含める」ものとされている（事務提要第２章第４節

第２・１２・⑴）。  

⑶  また、事務提要によると、「公共の用に供する道路」とは、

上記⑵に該当するものをいうが、２以上の家屋の用に供され、

専ら通行のために使用されている土地（共用私道）のうち一定

の要件を具備するもの等に係る土地については、それぞれ公共

性が高いものとして、これに含めるとされている（事務提要第

２章第４節第２・１２・⑵）。  

⑷  東京都都税条例施行規則（以下「都規則」という。）は、法

３４８条２項本文及び７０２条の２第２項により固定資産税等

について非課税の適用を受けるべき者は、都規則１２条の１４

に規定する事項を記載した申告書（以下「都規則による非課税

申告書」という。）を知事宛てに提出しなければならないもの

としている（都規則１２条の１４及び１８条２項）。  
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その上で、事務提要においては、特に土地の一部が私道にな

っている未分筆私道に係る道路非課税の適用については、都規

則による非課税申告書の提出を要件としている（事務提要第２

章第４節第３・３・⑹・ア）。  

その理由について、事務提要で定める道路非課税要件の取扱

いを補完するものとして策定された「道路非課税事務Ｑ＆Ａ」

（平成１９年７月３１日付１９主資評第９９号資産税部固定資

産評価課長通達。以下「Ｑ＆Ａ」という。）によれば、道路非

課税の適用を受けるべき者には、そもそも都規則による非課税

申告書の提出が義務付けられていることと併せて、①未分筆私

道の位置及び地積の確定は、私人間の権利関係に絡む場合があ

り、行政庁が職権でこれを一方的に決めることはできないこと

及び②非課税規定は例外規定であり、その適用は厳格にすべき

であり、公正な調査を行うためには所有者の申告書に基づく必

要があることが挙げられている（Ｑ＆Ａ問８－１）。  

⑸  事務提要は、東京都における固定資産税等の課税事務運営に

当たり、税法を正しく適用するために解釈の統一を図り、能率

的にして統制ある事務処理を期するため、処理要領を示したも

の（第１章第１節１）であって、上記（⑵から⑷まで）に記載

した事務提要における道路非課税の適用要件に係る規定は、法

３４８条２項５号及び７０２条の２第２項の解釈運用指針とし

て、合理性を認めることができるものである。  

⑹  法３５９条は、固定資産税について、当該年度の初日の属す

る年の１月１日を賦課期日（固定資産税等に関する課税客体、

納税義務者、非課税の範囲、課税標準等の課税要件を確定され

る基準となる日）とする旨規定する（法７０２条の６の規定に

より、都市計画税についても同様である。）。  

２  これを本件についてみると、平成２８年６月２０日に、処分庁
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は、請求人から、本件非課税申告書を受領したことが認められる。  

そうすると、処分庁は、本件賦課期日の時点においては、本件

土地については道路非課税の適用を受ける土地があるものと確認

することができないことから、道路非課税を適用せず、請求人に

対し、本件処分を行ったことは、上記１の法令等の定めにしたが

ったものと言え、違法又は不当な点を認めることはできない。  

３  請求人は、上記（第３）のとおり、弁明書において処分庁は、

本件土地のうち道路の形態をなす部分が「平成２８年度賦課期日

以前から公共用道路拡幅土地として非課税となる要件を具備して

いたか否かについては、請求人から提出された書類その他資料か

ら確認することはできない。」と主張しているが、処分庁は、「要

件を具備していたか否か」を誠実に調査する努力をしなかったな

ど処分庁の調査義務違反を主張する。  

しかし、上記（１・⑷）のとおり、東京都においては、土地の

一部が私道になっている未分筆私道に係る道路非課税の適用につ

いては、①未分筆私道の位置及び地積の確定は、私人間の権利関

係に絡む場合があり、行政庁が職権でこれを一方的に決めること

はできないこと、②非課税規定は例外規定であり、その適用は厳

格にすべきであり、公正な調査を行うためには所有者の申告書に

基づく必要があること等を理由として、都規則による非課税申告

書の提出を要件としており、上記理由により本取扱いを行うこと

には、合理性が認められるものである。  

そして、本件土地において道路の形態をなす部分は、それらの

部分のみをもって分筆された土地ではないから、仮にそれらの部

分が本件賦課期日の時点において私道としての機能を果たしてい

たとしても、都規則による非課税申告書の提出がない以上、それ

らの部分について処分庁が道路非課税を適用しなかったことを不

合理な取扱いであると認めることはできず、請求人の上記主張を
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もって本件処分を取り消すことはできないものである。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

 その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

松井多美雄、宗宮英俊、大橋真由美  

 

別紙（略）  

 

 


